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１．はじめに 

・「共生社会の実現」、「社会的障壁の除去」についての規定を明確化

●平成２６年２月「障害者の権利に関する条約」を批准

●平成２８年４月「障害者差別解消法」制定

・不当な差別的取扱いの禁止

・合理的配慮の提供

●平成１８年６月「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）制定

●平成１９年９月「障害者の権利に関する条約」を締結

●平成２３年８月「障害者基本法」を改正

・「共生社会の実現」、「社会的障壁の除去」についての規定を新設

・市町村がバリアフリー方針を定める「マスタープラン制度」を創設

●平成３０年５月「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）改正

●平成２９年２月「ユニバーサルデザイン２０２０行動計画」関係閣僚閣議決定

・パラリンピックを契機として「共生社会を実現」することを目指す

 本格的な高齢社会を迎え、今後更なる高齢化が進展すると見込まれており、高齢者の自立と
社会参加による、健全で活力ある社会の実現が求められています。また、平成２３年の障害者
基本法の改正や平成２８年の障害者差別解消法の制定により、自立と共生の理念の下、障害の
有無にかかわらず国民誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合う「共生社会」の実現に向けた
取り組みが推進されています。 

 このような社会の実現のためには、誰もが自立した日常生活及び社会生活を営むことができ
る環境整備を一刻も早く推進していくことが重要です。移動及び施設の利用は、社会参加をす
るための重要な手段であることから、移動等円滑化を促進することは「共生社会」の実現に大
きな意義をもつものです。 
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三沢市は2020年の東京オリンピック・パラリンピック大会を一つの契機として、共生社
会の推進に寄与する事業に取り組んでおります。 

平成27年三沢市における活動推進指針の策定をはじめとして様々な活動を行っており、
平成29年には青森県内初、全国でも6自治体のうちの1自治体となる「共生社会ホストタ
ウン」の認定を受けました。 

これらの活動などを通じて「ユニバーサルタウン三沢」を目指し、バリアフリー・ユニ
バーサルデザイン化の推進に取り組んでいるところです。 

○三沢市のこれまでの取り組みついて 

平成18年施行「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」が平成30年5月
に一部が改正、施行されました。 

本法では市町村がバリアフリーに関する方針を定める計画制度（移動等円滑化促進方針制
度）が新たに創設され、市町村による作成が努力義務化されました。 

○国の制度の見直しについて（詳細は後述） 

三沢市の公共施設等においては個別にバリアフリー化を進めている一方、施設間の連続性
など連携を図るための方向性などが定められていない状況にあります。 

そのため、市の主要施設が集積した施設間を徒歩で行う地区を移動等円滑化促進地区に設
定し、移動等円滑化に関する市の方向性を示す当マスタープランを策定することで、地域
のバリアフリー化促進を図ることとしました。 

○三沢市での移動等円滑化促進方針（マスタープラン）の必要性 



２．移動等円滑化促進方針（マスタープラン）について 
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バリアフリーに関する法制度として、平成6年に「ハートビル法」、平成12年に「交通バ
リアフリー法」が制定されました。 

その後、平成17年にバリアフリー施策の指針となる「ユニバーサルデザイン政策大綱」
が策定され、この考えを踏まえて、旅客施設や車両、道路、建築物等において総合的・一
体的なバリアフリーを推進するため、平成18年にハートビル法と交通バリアフリー法を
統合・拡充した「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下、バリア
フリー法という）」が施行されました。 

平成30年(一部規定、平成31年施行)にバリアフリー法が改正され、市町村が移動等円滑化
促進方針（バリアフリーに関するマスタープランとなるもの）の作成に取り組むことが明
記されました。 

2-1 バリアフリー法の改正について 

○高齢者、身体障がい者等が円滑に利用でき 

 る特定建築物の建築の促進に関する法律 

○高齢者、身体障がい者等の公共交通機関を 

 利用した移動の円滑化の促進に関する法律 

ハートビル法（平成6年） 交通バリアフリー法（平成12年） 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進
に関する法律（バリアフリー法） 

（平成18年制定、平成30年改正） 

ユニバーサルデザイン 

政策大綱（平成17年） 

ユニバーサルデザインの
考え方を踏まえた現行法
の一体化に向けた法整備 

市町村が移動等円滑化促
進方針の作成に取り組む
ことが明記 



2-2 移動等円滑化促進方針（マスタープラン）の概要 
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◇広域（二戸圏域）の一体化により“生き残る”まちづ
くり 

バリアフリー法で想定された移動等円滑化促進方針（以下、マスタープランという）は、
旅客施設を中心とした地区や、高齢者、障害者等が利用する施設が集まった地区などの、
面的・一体的なバリアフリー化の方針を示し、各地区のバリアフリー基本構想を促進する
ことを目的としています。 

市が策定する他の計画との連携・整合を図りながら、移動等円滑化に関する基本的な方針
や移動等円滑化促進地区と地区内の生活関連施設・経路などについて策定します。 

〔マスタープランのイメージ図〕 

※図中の「重点整備地区」はマスタープランに基づく移動等円滑化促進地区 
 において、バリアフリー基本構想を策定する地区 

①移動等円滑化促進地区における移動等 

 円滑化の促進に関する基本的な方針 

②移動等円滑化促進地区の位置及び区域 

③生活関連施設及び生活関連経路、これ 

 らの移動等円滑化の促進に関する事項 

④行為の届出等に関する事項 

⑤市町村が行う移動等円滑化に関する情 

 報の収集、整理及び提供に関する事項 

⑥その他、移動等円滑化促進地区におけ 

 る移動等円滑化の促進のために必要な 

 事項 

 

※⑤は任意記載事項 

〔マスタープランに明示すべき事項〕 



2-3 移動等円滑化促進方針（マスタープラン）の効果 
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マスタープランを策定することにより、具体的な事業の進め方に関する方向性が共有化さ
れることや、設定した生活関連施設や生活関連経路の事業者などに関する届出制度の運用
による各種連携の推進などの効果が見込まれます。 

■事業に関する調整の容易化 
○一定のバリアフリー化の方向性を示すことで、関係者間で認識が共有され、事業者に対して事業化に 

 向けた準備期間を設けることができます。 

○また、後述の「届出制度」を通じて事業者との調整が可能となり、段階的な施設のバリアフリー整備 

 が可能となります。 

■届出制度による交通結節点における施設間連携の推進 
○旅客施設と道路の境目などにおいて改修等を行う場合には、事前に市町村へ届け出てもらうこととな 

 り、改修内容に対する協議・要請等を行うことができるため、施設間の連携の促進に繋がります。 

■バリアフリーマップ作成の円滑化 
○マスタープランにバリアフリーマップの作成について明記した場合、バリアフリーの状況について市 

 町村の要請に応じて情報提供しなければならない・情報提供することに努めなければならない※ため、 

 円滑な情報収集が可能となります。※旅客施設・道路は義務、建築物・路外駐車場・公園は努力義務 

■道路におけるバリアフリー化に関する交付金の重点配分 
○防災・安全交付金における道路事業について、鉄道との結節点における自由通路等の歩行空間のユニ 

 バーサルデザイン化を図る場合、マスタープランに位置付けられた地区は重点配分の対象となります。 

〔マスタープランの効果（一部）〕 



３．検討の進め方について 

6 

次の図にように進めることを想定しています。 

委員の皆さまのご協力をよろしくお願いします。 

三沢市に係る移動等円滑化 

の現況について整理 
上位・関連計画の整理 

市民ニーズの把握 

アンケート調査 

 ・市民全体を対象 

 ・関係団体を対象※ 

まちあるき点検※ 

ヒアリング調査※ 

移動等円滑化の促進に向けた問題点、課題の整理 

移動等円滑化促進方針の策定に向けた検討 

 ・基本的な方針の検討 

 ・移動等円滑化促進地区の検討 

 ・生活関連施設・生活関連経路の検討 など 

住民合意形成に向けた各種事項の実施 

 ・パブリックコメント 

移動等円滑化促進方針（マスタープラン）の策定 

協議会 

（本日） 

協議会 

協議会 

※が付いている項目が、主に委員の方々の協力 

 を頂きたい事項 

■市民ニーズの把握に係る調査について 

１．アンケート調査（市民を対象） 
 目的：生活関連施設・経路等の検討や 

    問題点・課題等の把握のため 

 対象：市民全体（18歳以上） 

 期間：11/15～11/25 

 票数：2,000票 

２．アンケート調査（関係団体を対象） 
 目的：高齢者、障害者の視点から、１の 

    目的の内容の把握のため 

 対象：関係団体の関係者、施設等への通所者 

 ※本協議会の団体等に依頼し、施設への 

  通所者等を対象としての調査を予定 

 期間：11/下旬～12月下旬 

 票数：関係団体に確認の上、確定 

３．まちあるき点検 
 目的：市内の移動経路等に関する問題点を、 

    障がい者等の視点から確認するため 

 日時：11/22（金）PM 

４．ヒアリング調査 
 目的：アンケート調査等の定量的な結果を踏 

    まえ、関係団体等における意見・意向 

    等の把握のため 

 期間：11月～12月 



４．全体のスケジュールについて 
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項目 
令和元年 令和2年 

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

協議会 

市民・関係団
体等 

事務局 

※スケジュールは変更になる可能性があります 

第1回 
協議会 

第２回 
協議会 

第３回 
協議会 

アンケート調査 
ヒアリング調査 

パブ 
コメ 

・移動等円滑化の現況整理 
・アンケート調査・ヒアリング調査 
・まちあるき点検 など 

移動等円滑化促進方針（マスタープラン）の作成 
・基本的な方針の検討 
・移動等円滑化促進地区の検討 
・生活関連施設・生活関連経路の検討 など 

素案 案 
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（参考）新制度の概要資料（国土交通省） 
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